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指令の名称と導入期限

企業内で派遣されるEU外の国民の入国滞在条件に
関する2014年5月15日付欧州議会理事会指令
2014/66/EU

EU加盟国法への導入期限：2016年11月29日
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指令の趣旨

90日以上EU加盟国に滞在するEU外の国民の企業
内派遣者とその家族の入国滞在条件を定める。

最初に許可を与えた加盟国以外の加盟国における
入国滞在条件を定める。

Europe 2020 「スマートで、持続可能、排他的で
ない成長戦略」の一環として採択。

高度な雇用に関する理事会指令 2009/50/EC（ブルー
カード）

科学的研究者のための理事会指令 2005/71/EC
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指令の範囲

企業グループ内で派遣される

経営管理者（manager）

専門家（specialist）

トレーニー（trainee employee）

申請時に加盟国外に居住していること。
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指令の適用範囲外

研究者（指令2005/71/ECが適用される。）

指令96/71/ECに基づいて派遣されるサービスを提
供する労働者

独立自営業者（取締役など）

人材派遣会社によって派遣される労働者

フルタイムの学生、実習中のフルタイムの学生

イギリス、アイルランド、デンマーク
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本指令が適用されない場合

加盟国は、本指令に基づかない労働滞在許可証を、
本指令に該当しない、EU外の国民の雇用のために、
発行することができる。

現行の制度に加えて、企業内派遣者に対する労働滞在許
可制度が導入される。
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本指令に基づく労働滞在許可証

 ICT: 企業内派遣者許可証（intra-corporate 
transferee permit)：最初に許可を受けた加盟国に

おいて滞在して働き、その他の加盟国において、
180日中90日以内滞在して働くことを認める。

Mobile ICT：長期モビリティのための許可証
（permit for long-term mobility）：第2の加盟国に
おいて90日以上滞在して働くことを認める。
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申請時に必要な書類

a. 派遣元と派遣先が同じグループに属することの証明。

b. 同一グループに3-12か月以上継続して雇用されていることの証明。

c. 雇用契約、派遣指示書（アサインメント・レター）

i. 派遣期間、派遣先の詳細

ii. 派遣者が、派遣先で、経営管理者、専門家、トレーニーのポジションに就くことの証明

iii. 報酬等の派遣期間中の雇用条件

iv. 派遣期間終了後、EU外のグループ企業に戻ることの証拠

d. 経営管理者、専門家としての資格、経験。トレーニーの場合、大卒資格。

e. 規制の対象となっている職業に就く場合、派遣先加盟国側の条件を満たすことを認証する書類。

f. パスポート、ビザ申請書

g. 派遣先加盟国の社会保険が適用されない期間の保険（社会保険の適用証明）

 a, c, d, e, gについて、加盟国は、派遣先加盟国の公用語での書類を求めることができる。

 報酬については、派遣期間を通し、同等の地位に就いている派遣先加盟国の国民の報酬レベ
ルを下回らないこと。
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申請手続き

 ICTの申請は、最初に滞在する加盟国に対して行う。

 最初に滞在する加盟国が、最長の滞在予定国でない場合、最
長の滞在予定国の当局に対し申請する。

 単一申請手続きの導入：労働・滞在許可の申請を一回ででき
る。

 加盟国は、申請後90日以内に判断を下す。

 加盟国により承認された企業、企業グループに対し、手続き
の簡素化が認められる。

 申請書類の一部免除。

 優先処理。

 迅速なビザ発行手続き。
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不許可の理由

 TFEU（EUの機能に関する条約）79条5項に基づき、加
盟国が移民労働者の数を制限をする場合。

申請書類の不備、不正、受入れ側の組織が企業内派遣
者の入国を容易にすることを主たる目的としているこ
と、期間の上限を超えていること。

雇用主、受入れ側の組織が、闇労働、不法労働で制裁
を受けている場合。

雇用主、受入れ側の組織が、社会保障、税、労働者の
権利、労働条件に関する法的義務を満たしていない場
合、等。
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ICTの滞在期間

 ICT許可証の有効期限は、最低1年。

経営管理者、専門家については、最長3年間まで、
更新可能。

 更新手続き中に失効した場合、判断が下るまで、滞在できる。

 最長期間を超える場合、一旦、派遣元に戻り、一定期間後（加
盟国の裁量で最長6か月）に再申請するか、別の労働許可証を
取得することになる。

トレーニーについては、最長1年間。
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帯同家族

家族再会の権利に関する理事会指令2003/86/ECを
超える特典を認めている。

帯同家族の滞在許可は、申請後90日以内に認める。

派遣者本人と同時に滞在許可を申請する場合、同時に処
理する。

帯同家族は、滞在許可が認められた加盟国において、雇
用、あるいは、自営業に就くことができる。
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他のEU加盟国へのモビリティ（短期）

 ICT保持者は、他の加盟国におけるグループ企業において、連続する180日間の
うち、90日まで、滞在、就労することができる。 （滞在日数は、各加盟国ごと
に計算される。）

 他の加盟国は、通知を求めることができる。（加盟国の裁量。）

 通知は、当初の申請時、あるいは、他の加盟国で就労することが明らかになった時点。

 通知内容：

 派遣元と派遣先が同じグループに属することの証明。

 雇用契約、派遣指示書（アサインメント・レター）

 規制の対象となっている職業に就く場合、派遣先加盟国側の条件を満たすことを認証する書類。

 パスポート。

 派遣期間、開始時期。

 反対通知は、通知受領後20日以内に行う。
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他のEU加盟国へのモビリティ（長期）

 他の加盟国に90日以上滞在、グループ企業に就労する場合、加盟国により、通知
を求める場合と、申請を求める場合がある。（加盟国の裁量。）

 申請書類

 派遣元と派遣先が同じグループに属することの証明。

 雇用契約、派遣指示書（アサインメント・レター）

 規制の対象となっている職業に就く場合、派遣先加盟国側の条件を満たすことを認証する書類。

 パスポート。

 疾病保険に加入している証拠。

 申請後90日以内に判断を下す。

 判断がおりるまでは、その加盟国に短期モビリティの範囲内で滞在することができる。

 短期モビリティの通知と長期モビリティの申請を同時に行うことはできない。：
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ベルギーの現行の制度との
主要な相違点
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現行の制度との主要な相違点
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企業内派遣者指令 ベルギーの現行の制度

申請
単一申請手続き：労働・滞在許可
の申請を一回でできる。

労働許可証申請、受領後、Visa 
Type Dを申請、あるいは、入国後
市役所で申請。

報酬の条件
加盟国内の同等の地位と同レベル
かそれ以上

高度な資格を持つ者: EUR39,802
経営管理者: EUR66,405以上
(2015年）

帯同家族の
滞在許可

同時申請の場合、同時処理、同時
申請でない場合、申請後90日以内
に認められる。

Visa Type Dを同時申請の場合、
同時処理。同時申請でない場合、
6-9か月の待機期間。

帯同家族の就労 雇用、自営業ともに、可能。
労働許可証、プロフェッショナ
ル・カードを取得する必要あり。

他のEU加盟国
での就労

他のEU加盟国の同一グループ企業
における就労が認められる。

加盟国ごとに労働滞在許可証を取
得。
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